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１．病害虫の取扱いに関する海外での監督業務について  
 
問題 
   
オーストラリアは、オーストラリアから日本に輸出される特定の果物や野菜の輸出前

処理を、日本の検疫検査官が監督する行政上の要件について、農林水産省と討議が続
けられていることを歓迎している。 
 
オーストラリアは、日本が動物、植物および人の健康を保護するのに必要な措置を実

施するため、世界貿易機関（WTO）が取り決めた「衛生植物検疫措置の適用に関する

協定」(SPS Agreement) に準拠した主権を有することは理解している。 
 
しかしながら、オーストラリアは、日本政府が派遣する係官による輸出前処理の監督

業務は、オーストラリアの輸出管理法に基づき、オーストラリア検疫検査局（AQIS）
が実施している検査や認証業務と重複するものと考えている。オーストラリアは、日

本側の対応は、オーストラリア連邦の法律で規定された任務を遂行する AQIS 検査官

の能力と誠実さに対する不信の現れではないかと懸念している。人の健康と安全に対

する日本政府の要求に沿うための肉類と乳製品に対する輸出検査は、日本の規制に沿
っていることを確実にするため、オーストラリアで効果的なシステムが満足に実施さ

れているので、日本の係官による輸出前の検証の対象にはなっていない。 
 
要望 
 
日本政府は、オーストラリアの輸出基準の完全さと法的に施行される性質、ならびに

日本の輸入検査基準を考慮に入れて、オーストラリアにおける日本の検疫検査官の輸

出前の立ち会いを求める行政的慣行を見直すべきである。 特に、商業的な好みによ
り、下記の要望のどちらでも受け入れられる。 

 
(i) 日本の検査官による検査業務の監督に関する要件は、日本到着時に農産物を

検査する農林水産省の検査官が行う検査に相当するものと認めて、完全な事

前承認の手続きに切り替えるべきである。これによって日本の目的地で重複
した検査をする必要が軽減できるであろう。例えば、日本の二十世紀梨は、

このような手続きでオーストラリアに輸出されている。 
 
または 
 
(ii) 日本政府は、オーストラリアの輸出管理法に基づいて行われている検査と認

証業務を、現在の日本の規則と同等のものとして行政上認めるべきである。 
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２．植物防疫法と非検疫有害動植物の取扱い  
 
問題 
 
オーストラリアは、日本政府が引き続き国際条約や協定の調印国としての権利を行使

し、義務を果たそうとしていることを認識している。しかしながら、オーストラリア
は、日本の植物防疫法 が不十分で、SPS協定に基づく日本の義務違反ではないかと懸
念している。日本特有の有害病害虫に対し、輸入商品を技術的に不公正な扱いをする

のは、技術的な貿易障壁であることは明らかである。オーストラリアは次の法律の分

野を、特に懸念している： 
 

-  "quarantine pest" (検疫有害動植物)*1についての定義が、国際植物保護会議
(IPPC)と植物防疫法の間で明らかに異り、さらに関連法令の中でも矛盾して
いること。  

 
-  "official control" (公的防除)*2の国際的に同意された定義が、この法律の中に

含まれていないことと、繁殖のため輸入された幾つかの植物を除いては、こ

の定義と一致していない“有害と指定されたペスト”（designated pests）に
ついての法律の現在の条項を見直すこと。 

 
-  非検疫有害動植物(non-quarantine pest)の不十分なリストと新しい有害動植物
をそのリストに加える煩わしい方法。63種類の現在のリストは、日本で普通
に発生している多くの昆虫や病害を認めていないし、その公認された記録が

科学的、学術的文献に含まれているものでも認めていない。 
 
この問題は、2002年 11月 7日と 8日に、ジュネーブで開かれた世界貿易機関の衛生
植物検疫委員会の会議で、ニュージーランドとアメリカから提議された。これらの国

の懸念は、オーストラリアと欧州共同体からも支持された。 
 
要望 
 
国際植物保護会議(IPPC)の基準が植物検疫制度見直しの根拠であり、もしこの基準が
適用されたとき、日本が検疫有害動植物(quarantine pests)に対する適切な保護のレベル
を維持できるかどうかについて検討する旨の、衛生植物検疫委員会に対する日本の回

答を、オーストラリアは歓迎しているが、次のことを要望する： 
 
(i)  日本が、上記のことを含めて、SPS協定に基づく日本の義務に沿わない植物
防疫法の条項の、即時かつ広範な見直しを開始すること。 

 
(ii)  病害虫がすでに日本国内に存在していて、国際植物保護会議で定義された

"official control" (公的防除)が行われていない場合は、輸入された生産物に対
し、水際で何らの措置も講じないことを確認する政策上の声明を行うこと。 
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--------------------------------------------------------------  *1
 Quarantine pest - 「検疫有害動植物」  
定義： A pest of potential economic importance to the area endangered thereby and not yet present there, 

or present but not widely distributed and being officially controlled [FAO, 1990; revised FAO, 1995; IPPC 

1997] 

(まん延した場合にその地域に経済的に重要な影響を及ぼす恐れのある有害動植物で、まだ国内には存

在しないもの、又は、存在するがまん延しておらず、かつ、国により防除  に関し必要な措置がとられ
ているもの。)[国連食糧農業機関 1990年；改正 1995年；国際植物保護会議  1997年] 

*2  Official control - 「公的防除」 
定義： The active enforcement of mandatory phytosanitary regulations and the application of mandatory 

phytosanitary procedures with the objective of eradication or containment of quarantine pests or for the 

management of regulated non-quarantine pests (see Glossary Supplement No 1) [ICPM. 2001] 

(検疫有害動植物の根絶または抑制を目的とするか、あるいは規制された非検疫有害動植物の管理のた

めの、義務的植物衛生規制の積極的な実施と義務的植物衛生手続の適用。)（用語補遺 No 1参照） 

[ＩＰＰＣ植物検疫措置に関する暫定委員会ＩＣＰＭ、2001年] 

 










